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中部療護センター　全
自動ホルマリン消毒装
置の更新

理事長
濱　隆司

平成30年11月5日

岐阜県多治見市太平町5-15-
1
株式会社八神製作所　多治
見営業所

27,000,000 25,920,000 96.0 ― ― ― ― ―

平成30年度財務会計シ
ステムに係るサーバ機
器の更改、及びリモー
ト環境構築対応

理事長
濱　隆司

平成30年11月7日
東京都港区三田1-4-28
ＮＥＣネクサソリューショ
ンズ株式会社

36,246,506 25,023,600 69.0 ― ― ― ― ―

千葉療護センター　サ
イクロトロン薬剤合成
装置の更新

理事長
濱　隆司

平成30年11月13日

千葉県千葉市中央区中央港
1-9-5
ＧＥヘルスケア・ジャパン
株式会社 千葉支店

61,263,000 52,911,360 86.4 ― ― ― ― ―

千葉療護センター　西
棟蒸気ボイラー更新工
事

理事長
濱　隆司

平成30年11月13日
東京都港区白金台3-2-10
株式会社日本サーモエナー

22,464,000 22,140,000 98.6 ― ― ― ― ―

東北療護センター　乗
せかえ装置付車椅子の
更新

理事長
濱　隆司

平成30年11月14日
宮城県仙台市若林区卸町2-
11-3
株式会社シバタインテック

2,016,000 1,967,040 97.6 ― ― ― ― ―

東北療護センター　患
者監視装置の更新

理事長
濱　隆司

平成30年11月14日

宮城県仙台市太白区西中田
3-20-7
丸木医科器械株式会社 仙台
支店

5,940,000 5,551,200 93.5 ― ― ― ― ―

東北療護センター　Ｒ
Ｉ排水処理施設制御装
置の更新

理事長
濱　隆司

平成30年11月14日
大阪府大阪市北区天満1-19-
4
壽環境機材株式会社

12,960,000 8,073,000 62.3 ― ― ― ― ―
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奈良支所移転に伴う什
器の購入設置等

大阪主管支所長
新屋敷　昭一

平成30年11月16日
大阪府大阪市福島区福島5-
17-27
株式会社ニチネン

2,041,200 1,620,000 79.4 ― ― ― ― ―

奈良支所移転に伴う間
仕切り設置工事等

大阪主管支所長
新屋敷　昭一

平成30年11月16日
大阪府大阪市福島区福島5-
17-27
株式会社ニチネン

3,240,000 3,132,000 96.7 ― ― ― ― ―

東北療護センター　AC
６系統空調設備の更新
工事

理事長
濱　隆司

平成30年11月22日

宮城県仙台市青葉区花京院
1-1-20
三菱電機ビルテクノサービ
ス株式会社　東北支社

7,020,000 6,458,400 92.0 ― ― ― ― ―

中部療護センター　配
膳車の更新

理事長
濱　隆司

平成30年11月26日
岐阜県岐阜市祈年町11-42
株式会社セイコー

2,786,400 2,646,000 95.0 ― ― ― ― ―

中部療護センター　高
気圧酸素治療装置オー
バーホール

理事長
濱　隆司

平成30年11月26日

岐阜県多治見市太平町5-15-
1
株式会社八神製作所　多治
見営業所

11,880,000 9,990,000 84.1 ― ― ― ― ―

岡山療護センター　臨
床検査システム更新

理事長
濱　隆司

平成30年11月30日
岡山県岡山市北区今1-4-31
株式会社カワニシ　岡山支
店

8,002,702 7,884,000 98.5 ― ― ― ― ―

（注１）「当機構ＯＢの再就職に係る情報」の各欄には、契約締結日時点の情報を掲載しています。

（注３）総合評価落札方式に依った場合は、その旨備考欄に記載のこと。

（注２）「当機構との取引に係る情報」の「取引高」欄には、契約締結時点での契約先の直近の財務諸表の対象事業年度における当機構との取引高を、「取引割合」欄には、当該事業年度における
　　　　総売上高又は事業収入に占める当機構との取引高の割合につき、1/3以上1/2未満、1/2以上2/3未満、または2/3以上のいずれに該当するかを掲載しています。

（注４）単価契約である場合は、契約金額欄に契約単価または予定調達総額を記載するとともに、備考欄に単価契約である旨及び契約金額欄に単価を記載した場合には予定調達総額を記載する。

（注５）他の契約の予定価格を類推されるおそれがあると認められる場合は予定価格を非公表としている。


